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Ⅰ 一般会計補正予算（第 5 号） 

 

１ 補正予算編成の考え方 

 

  駅周辺の路上喫煙禁止区域において過料徴収を行うにあたり、周知啓発のための看板の設置

等を行うほか、市内中小企業者における省力化や生産性向上に資する設備導入等に係る費用の

一部を補助するなど、令和 6 年度一般会計補正予算（第 5 号）を編成する。 

 

２ 補正予算の内容 

（１）たばこ対策推進事業費 25,873 千円 

路上喫煙による望まない受動喫煙と、身体や財産への被害の防止策を強化することを

目的に、駅周辺の路上喫煙禁止区域において過料徴収を行うにあたり、周知啓発のた

めの看板の設置等を行う。 

（２）省力化・生産性向上設備導入支援事業費 62,000 千円 

市内中小企業者における省力化や生産性向上に資する設備導入等に係る費用の一部を

補助する。 

・補助対象者：①製造業、②製造業以外の業種 

・補助率：①3分の 2（上限額：2,000 千円）、②3分の 2（上限額：1,000 千円） 

・補助対象期間：①②令和 6年 10 月上旬から令和 7年 2 月末まで（予定） 

（３）運送事業者人材確保支援事業費 6,342 千円 

物流の「2024 年問題」等によるドライバー不足に直面する市内中小トラック運送事

業者の人材確保を支援するため、大型自動車等の免許取得に係る費用の一部を補助

する。 

・補助対象者：市内中小トラック運送事業者 

・補助率：3 分の 2以内 

・補助対象期間：令和 6年 4月 1 日から令和 7年 3 月上旬まで（予定） 

（４）生涯学習プラザ等整備事業費 62,050 千円 

旧小田地区会館解体工事に係る地下工作物撤去費用について、本市の専有割合分を負

担する。 

（５）戸籍住民基本台帳事務等関係事業費 △103,589 千円 

令和 7 年 5 月施行予定の戸籍への振り仮名記載に向けた準備を優先的に行うことか

ら、住民基本台帳システムの標準化移行時期を令和 7 年 1 月から令和 7 年 9 月へと変

更することに伴い、予算の整理を行う。 

・住民基本台帳システムの標準化移行時期の変更に伴う 3 か月

分の標準化対応に係る予算の減 

△120,066 千円 

・現行システム等の使用期間 3か月分延長に伴う増 16,477 千円 

債務負担行為：23,757 千円 

 

令和 6年度 9 月補正の概要 
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（６）小児慢性特定疾病対策事業費 18,000 千円 

小児慢性特定疾病医療費受給資格をマイナンバーカードで確認するためのシステム改

修を行う市内の医療機関及び薬局に対して、改修に係る費用を補助する。 

・補助率：10分の 10（上限額：病院 1,000 千円 診療所・薬局 300 千円） 

（７）各種基金積立金 3,871,750 千円 

・公共施設整備保全基金積立金 2,542,750 千円 

モーターボート競走事業会計における未処分利益剰余金の処分に伴う収益事業収入 

の積立を行う。 

・財政調整基金積立金 1,329,000 千円 

令和 5年度決算剰余金の 2 分の 1 以上の額の積立を行う。 

（８）税外収入還付金 350,000 千円 

過大交付され返還が必要となる国庫・県支出金等に係る予算を増額する。 

 

３ 補正予算の規模 

  （単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

233,951,117 4,292,426 238,243,543 

 

４ 歳入歳出補正予算額 

   （単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

国庫支出金 △12,713 総務費 4,180,211 

繰入金 350,000 衛生費 43,873 

繰越金 1,412,389 商工費 68,342 

諸収入 2,542,750   

合 計 4,292,426 合 計 4,292,426 

 

５ 繰越明許費 

追 加  （単位：千円） 

款 項 事 業 名 金 額 

総務費 総務管理費 生涯学習プラザ等整備事業 11,246 

土木費 道路橋りょう費 道路橋りょう維持管理事業 29,400 

土木費 都市計画費 有料公園施設整備事業 60,000 

消防費 消防費 消防庁舎等整備事業 16,500 

教育費 保健体育費 園田体育館予防保全事業 10,506 

 

 

 

 



- 3 - 

６ 債務負担行為 

追 加  （単位：千円） 

事  項 期 間 限 度 額 

電子計算関係事業 令和 7年度 17,279 

 

変 更   （単位：千円） 

事 項 
補正前 補正後 

期 間 限度額 期 間 限度額 

税務総合システム関係事業 令和 7年度 840,021 令和 7年度 849,657 

戸籍住民基本台帳事務等関

係事業 
令和 10 年度 81,869 令和 10 年度 105,626 

消防庁舎等整備事業 令和 7年度 331,113 令和 8年度 1,671,833 

 

７ 費目別事業概要 

 

総務費 4,180,211 千円 

  

財政調整基金積立金 1,329,000 千円 

令和 5年度決算剰余金の 2 分の 1 以上の額の積立を行う。  

  

公共施設整備保全基金積立金 2,542,750 千円 

モーターボート競走事業会計における未処分利益剰余金の処分に 

伴う収益事業収入の積立を行う。 

 

  

生涯学習プラザ等整備事業費 62,050 千円 

旧小田地区会館解体工事に係る地下工作物撤去費用について、本

市の専有割合分を負担する。 

 

  

税外収入還付金 350,000 千円 

過大交付され返還が必要となる国庫・県支出金等に係る予算を増

額する。 

 

  

戸籍住民基本台帳事務等関係事業費 △103,589 千円 

戸籍への振り仮名記載に向けた準備を優先的に行うことから、住

民基本台帳システムの標準化移行時期を変更することに伴い、予

算の整理を行う。 
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衛生費 43,873 千円 

  

たばこ対策推進事業費 25,873 千円 

駅周辺の路上喫煙禁止区域において過料徴収を行うにあたり、周

知啓発のための看板の設置等を行う。 

 

  

小児慢性特定疾病対策事業費 18,000 千円 

小児慢性特定疾病医療費受給資格をマイナンバーカードで確認す

るためのシステム改修を行う市内の医療機関及び薬局に対して、

改修に係る費用を補助する。 

 

  

商工費 68,342 千円 

  

省力化・生産性向上設備導入支援事業費 62,000 千円 

市内中小企業者における省力化や生産性向上に資する設備導入等

に係る費用の一部を補助する。 

 

 

運送事業者人材確保支援事業費 6,342 千円 

市内中小トラック運送事業者の人材確保を支援するため、大型自

動車等の免許取得に係る費用の一部を補助する。 
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Ⅱ 国民健康保険事業費会計補正予算（第 1 号） 

 

１ 補正予算の内容 

（１）国民健康保険システム関係事業費  

「自治体情報システムの標準化・共通化」に向けて、国民健康保険システムの構築を

実施する。 

債務負担行為 200,785 千円 

 

２ 債務負担行為 

変 更   （単位：千円） 

事 項 
補正前 補正後 

期 間 限度額 期 間 限度額 

国民健康保険システム関係

事業 
令和 12 年度 99,795 令和 12 年度 300,580 

 

 


